【交渉経過】

　はじめに、藤川事務局長が、臨時・非常勤職員が申入書(別紙)を植田公務員課長に手交し、申入れの趣旨を次のように説明した。

(1)地方自治体における臨時・非常勤職員は、行政サービスの拡大と地方公務員の定員削減を背景に年々増加を続け、今や60万人を超えると見込まれている。その業務内容は、臨時的業務やいわゆる補助的業務を担っているばかりではなく、常勤職員と同様の恒常的業務を担っている場合も多く見られ、臨時・非常勤職員は地方行政の重要な担い手となっている。しかし、その賃金は「官製ワ－キングプア」を揶揄されるように非常に低位で、雇用は不安定な状態に置かれており、その処遇改善は喫緊の課題である。問題は、勤務実態から「常勤の職員」とみなされるべき「非常勤の職員」が自治体職場に多数存在するなかで、民間部門とは法適用関係が異なるということから、任命権者に広く雇止めに関する裁量権を与えている現行の公務員法制が、社会通念に合致していないことにある。中野区非常勤保育士再任用拒否事件の地位確認請求訴訟において、2007年11月の東京高裁判決では、「公法上の任用関係である場合の労働者が私法上の雇用契約に比して不利になることは確かに不合理」とした上で、反復任用された非常勤職員に対する実質面に即応した法整備を求めている。任免関係を「行政行為」として維持し続けるのであれば、その範囲においても、解雇権乱用法理を類推適用すべき状況下にある臨時・非常勤職員について、本人の意に反する雇止めそのものを規制する法整備が必要である。さらに、常勤職員とみなされるべき臨時・非常勤職員の差別的取扱いを禁じるとともに、処遇改善に努めることを義務付けるなど、少なくともパート労働法の趣旨を地方公務員に適用する法整備の早急な実現に向け検討を開始するよう求めたい。

(2)国の非常勤職員や自治体の現業及び公営企業の職員には諸手当の支給が認められている。非現業の非常勤職員についてのみ諸手当の支給を認めていないのは均衡を失しているのではないか。実態的には、裁判において常勤の職員と同様の職務に任用され、週勤務時間が常勤職員の４分の３以上であり、「常勤の職員」として手当の支給ができると判示されている。非現業の非常勤職員にも諸手当が支給できるよう、地方自治法の改正を求めたい。

　そのほか、「期間業務職員制度」の導入に係る対応についても、総務省の考えを資した。

　それに対して、植田公務員課長は、以下のように回答した。

　それに対して、植田公務員課長は、次の通り回答した。

(1)非常勤職員の育児休業・介護休業制度については、人事院の「意見の申出」を踏まえた国家公務員の検討状況を見つつ、地方公務員においても必要な措置を検討している。

(2)短時間公務員制度の実現に対しては、任期の定めのない常勤職員を中心とする公務運営の原則が維持されるべきと考えており、任期の定めのない短時間勤務職員制度は、長期的な人事管理に困難が予想される。短時間正規職員は民間にも一般的ではなく、ハードルが高いと考えている。

(3)パート労働法は、勤務条件等が法令等に定められる公務員においては適用が除外されているところであるが、臨時・非常勤職員の任用に当たっては、民間労働法制の動向も十分に念頭に置く必要があると認識しており、パート労働法の趣旨も踏まえた対応ができるよう助言や情報提供等をしてまいりたい。

(4)非常勤職員に対する手当の支給については、本来、非常勤職員は、常勤職員と違い任期が限られ、臨時的・補助的業務に任用されるという性格を前提として地方自治法での原則が定められている。報酬の水準は地方公共団体において、職務の内容に応じて、適切に定めていただきたいと考えている。

(5)任期付短時間勤務制度については、平成14年に制定された地方任期付法は、専門的な知識経験を有する者等を任期を定めて任用する制度から出発したが、住民ニーズの高度化・多様化へ対応するため、平成16年に、地方独自の制度として「任期付短時間勤務職員」制度が導入されたところである。この制度により、常勤職員と同様の本格的な業務に対応することができるとともに、給料と手当の支給が可能となっている。このため、この制度を活用していくことも考えている。地方の実情を把握し、制度の活用の促進を図る観点から必要な対応について幅広く検討しているところである。

(6)「期間業務職員制度」については、日々雇用職員は、地方公共団体においては一般的ではないと認識しており、臨時・非常勤職員の任用については、それぞれの地方公共団体において職務内容に応じて適切に対応していただくことが求められている。また、今回の人事院規則等の改正について、公表された資料を参考送付することを考えている。

　さらに、地公部会側は、①総務省は昨年４月24日の「臨時・非常勤職員及び任期付短時間勤務職員の任用等について」の趣旨を変えるものではないことを確認したい。また、そのことを「参考送付」に文書に明記するなど、地方自治体が誤解して、雇い止めを行ったりしないよう十分周知をして頂きたい、②自治体の臨時・非常勤職員と民間のパート労働者との処遇を比較した時に、バランスを失っている場合にどのように対応するのかよく検討して欲しい。秋の公務員部長交渉においても要請させていただくつもりなので、臨時・非常勤職員の働きに見合った処遇改善の検討をお願いしたい、また、秋以降署名を集めて申入れを行うことも考えている。③パート労働法の公務に対する適用が適切ではないということだが、すでに労働基準法は適用されていることを考えれば、制約の必要はないのではないか、④諸手当を支払わないのが、地方自治法の大前提ということだが、それは、本当に臨時的・補助的業務を担っているという前提のものでのことで、実態としては、すでにその前提が崩れており、法律と現実が乖離しているのではないか、と追及した。

　それに対して、植田公務員課長は、①昨年４月の通知の趣旨を変えるものではないと認識している。人事院が公に発出したものの参考送付は、これまでのルールを踏まえて、どういうやり方が誤解を与えないかをよく考えて対応したい、②ご要望は承ったので、今後も十分な連携のもとで対応していきたいと考えている、と回答した。

(別紙)
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臨時・非常勤職員の処遇改善に向けた申入れ

　貴職の地方公務員の賃金・労働条件の改善に向けたご努力に敬意を表します。

　地方自治体における臨時・非常勤職員は、行政サービスの拡大と地方公務員の定員削減を背景に年々増加を続け、今や60万人を超えると見込まれています。その業務内容は、臨時的業務やいわゆる補助的業務を担っているばかりではなく、常勤職員と同様の恒常的業務を担っている場合も多く見られ、臨時・非常勤職員は地方行政の重要な担い手となっています。しかし、その賃金は低位で、雇用は不安定な状態に置かれており、その処遇改善は喫緊の課題です。

公共サービス基本法第11条においてもうたわれているように、質が高く、安定的な公共サービスの維持・向上をはかるためにも、臨時・非常勤職員が自信と誇りを持ち、安心して業務に従事できることが必要です。

　以上のような観点から、臨時・非常勤職員の処遇改善に向けて、下記の事項を要請します。

記

１．非常勤職員の育児休業・介護休暇制度の「意見の申出」について　

　(1) 国家公務員の育児休業等に係る法改正がされる場合には、地方公務員の実情を踏まえつつ、地方公務員の育児休業法を改正すること。

　(2) また、特別職の非常勤職員、臨時的任用職員についても、地方公務員の育児 休業法が適用される職員とすること。

２．臨時・非常勤職員の処遇改善について 

(1) 短時間公務員制度（仮称）を実現すること。

(2) パート労働法の趣旨が地方公務員の臨時・非常勤職員にも適用されるよう法整備等を進めること。

(3) 非常勤職員の諸手当支給制限に関する制度の見直し（地方自治法203条の２の改正）を行い、非常勤職員にも手当を支給できるようにすること。

３．任期付短時間勤務制度の要件の緩和を行うこと。

以上
